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岐阜県高齢者・障がい者入所施設新型コロナウイルス感染症対策検討会議 

まとめ 
～高齢者・障がい者入所施設での感染防止対策の更なる強化に向けて～ 

 

岐阜県高齢者・障がい者入所施設新型コロナウイルス感染症対策検討会議 

令和２年８月 

 

１ 検討会議の目的 

全国では、高齢者・障がい者入所施設において新型コロナウイルス感染症の大規

模な施設内感染が発生している状況を踏まえ、県内の入所施設における感染防止対

策の強化・促進を図るため、以下を検討していくことを目的として、県内の感染症

対策の専門家、医療関係者、高齢者・障がい者施設関係者、市町村関係者と県によ

る岐阜県高齢者・障がい者入所施設新型コロナウイルス感染症対策検討会議を設置。 

＜検討内容＞ 

○県内入所施設における感染防止対策の状況と課題の確認 

○施設内感染の発生に備えた具体的な方策の検討、実施策の策定 

 

２ 検討会議で議論のあった高齢者・障がい者入所施設での感染防止対策の課題 

（１）福祉施設の感染防止対策について更なる強化が必要 

 ［主な意見］ 

・大きな法人以外では、しっかりした対策は難しい状況にある。 

・外部からウイルスが入ってくることを防ぐため、施設の水際対策の徹底が必要。 

・感染者が多数の場合に必要となる施設内療養を想定したマニュアル作成が必要。 

  ・施設の種類に応じたゾーニングに対する専門家の意見が必要。 

（２）福祉施設の職員に対する感染防止対策の教育が必要 

 ［主な意見］ 

   ・必ずしも介護スタッフの感染症に係る知識は十分ではなく、事前訓練が必要。 

・感染の有無に関わらず、職員一人ひとりが予防策を理解し徹底する必要がある。 

・他県の例では、スタッフに専門的知識がないことが課題であった。 

（３）施設内感染発生時に備えた人材確保の対策が必要 

 ［主な意見］ 

   ・他県の例では、施設で感染が発生した場合に、退職や欠勤が相次いだ。 

  ・防護具などを万全にしても、感染の恐れから職員確保が難しいかもしれない。 

・規模の大きい施設は職員を派遣できるが、小さい施設が課題。 

（４）施設内感染発生時の入院や施設内療養の対応方針の明確化が必要 

 ［主な意見］ 

   ・患者の特性に応じて施設で見ていただかざるを得ない場合がある。 

   ・障がい者は入院が難しい面があり、自施設で対応せざるを得ない場合がある。 
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３ 高齢者・障がい者入所施設での感染防止対策の課題に対する県の対策 

（１）課題に対する３つの対策の推進 

        ＜課題＞               ＜対策＞ 

(1)施設の更なる対策強化が必要 

(2)施設職員に対する教育が必要 

(3)施設内感染発生時の人材確保

対策が必要 

(4)感染者に関する入院や施設内

対応の方針の明確化が必要 

 

（２）各対策の内容 

 

 

①県が感染症対策専門家を派遣し、施設指導、施設の体制づくりを実施 

ア 県が派遣する感染症対策専門家による施設への対策指導 

・日常の感染防止に向けた事前指導、感染発生時の緊急対策指導の実施 

イ 事前指導を受けた施設の取り組み等をモデルに県から他施設へ共有化 

・指導結果を元に重点対策をチェックリスト化し、他施設へ共有 

ウ 県から感染の疑いに早期対応するためのＰＰＥを各施設への配備 

・緊急時に備えたＰＰＥを県が一括購入し、各施設へ配備 

②県から専門家を講師派遣し福祉施設職員等に対する研修、訓練を実施 

・県からの講師派遣により、福祉施設の介護、医療関係職員を対象に、正しい知

識やＰＰＥ利用法等の研修、訓練を実施 

③県から病院へ働きかけを行い、地域の福祉施設と病院での感染防止対策に向けた

連携ができる体制を構築 

・県から感染防止対策に取り組む各地域の病院に働きかけを行い、各地域の福祉

施設と病院が、感染予防研修や感染発生時の支援等で連携して感染防止対策に

取り組める体制の整備を促進 

 

 

 

①県と事業者団体が連携し、高齢者分野と障がい者分野が一体となった、施設間で

の相互支援体制を構築 

ア 県と各事業者団体との連携による相互支援の調整の実施 

・県の委託により、事業者団体が応援施設の調整を行う体制を整備 

イ 県からの施設の相互支援に対する関係経費の支援 

・相互支援で必要となったかかりまし経費を県から支援 

 

対策Ⅰ 福祉施設での更なる感
染防止対策強化 

対策Ⅱ 感染発生時の相互支援
の体制づくり 

対策Ⅲ 施設内感染の場合の 
入院対応等の周知 

対策Ⅰ 福祉施設での更なる感染防止対策強化 

 

対策Ⅱ 感染発生時における施設間での相互支援の体制づくり 
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①県からの福祉施設に対する施設内感染者への対応方針の周知 

・県から各施設に対し、発症者は原則として入院対応、患者特性等により施設内

療養とならざるを得ない場合は県が支援していくことを明確に周知 

 

 

＜参 考＞ 

○検討会議構成員 

分 野 役  職 氏  名 

感染症対策 

専門家 

(一社)ぎふ綜合健診センター 所長 

岐阜大学名誉教授 
村上 啓雄 

国立病院機構 長良医療センター 

統括診療部長 
加藤 達雄 

県医師会 岐阜県医師会 常務理事 伊在井 みどり 

高齢者施設 

関係者 

岐阜県老人福祉施設協議会 会長 若山  宏 

岐阜県老人保健施設協会 会長 長縄 伸幸 

(NPO)岐阜県グループホーム協議会 代表理事 加藤  剛 

障がい者施設 

関係者 

(一社)岐阜県知的障害者支援協会 会長 田口 道治 

岐阜県身体障害者福祉施設協議会 会長 豊田 雅孝 

市町村 岐阜市福祉部障がい福祉課長 真鍋  晃 

大垣市健康福祉部介護保険課長 冨永 宗一 

池田町民生部保険年金課長 河村 光次郎 

県 岐阜県健康福祉部長 兼山 鎮也 

岐阜県健康福祉部次長（医療担当） 堀  裕行 

岐阜県健康福祉部次長（福祉担当） 長沼 正信 

 

 

○検討会議の開催状況 

（１）第１回検討会議（令和２年６月１６日（火）） 

  ・入所施設の感染防止対策に係る現状と課題に関する意見交換 

（２）第２回検討会議（令和２年７月１７日（金）） 

  ・第１回会議を踏まえた課題への対策案などの検討、その他意見交換 

（３）第３回検討会議（令和２年７月３０日（木）） 

  ・検討会議のまとめ、感染症対策専門家による対策のポイント解説 

 

 

対策Ⅲ 施設内感染の場合の入院対応等の周知 

 


